
野洲市企業立地促進助成金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この告示は、野洲市商工業振興基本条例（令和２年野洲市条例第３号）に基づく「野洲

市商工業振興基本計画」（令和３年４月策定）に定める企業立地・事業者支援の推進に当たり、

市内で工場等の新設、増設及び建替え並びに設備の向上のための投資を行う企業に資金の助成

措置を講ずることにより、企業立地及び産業構造の高度化を図り、もって市経済の活性化に資

することを目的に、野洲市企業立地促進助成金（以下「助成金」という。）を交付することとし、

その交付に関し、野洲市補助金等交付規則（平成 16 年野洲市規則第 48 号）に定めるもののほ

か、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 企業 市内に工場等を設置し、営利目的をもって事業を行おうとする法人のうち、別表第

１の右欄に掲げるいずれかの産業を営むものをいう。 

(2) 工場等 企業が保有するその事業の用に供する工場、研究所、事務所その他これらに類す

る施設をいう。 

(3) 新設 市内に工場等を保有しない企業が、市内に工場等を新たに設置する場合をいう。 

(4) 増設 市内に工場等を保有する企業が、事業規模を拡大する目的で市内に工場等を設置す

る場合をいう。 

(5) 建替え 市内に工場等を有する企業が、その工場等の全部又は一部を除却し、市内に工場

等を設置することをいう。 

(6) 設備向上投資 企業が、既に所有する工場等及び売買や賃貸借契約等により新たに確保

した工場等に、改修や設備入替等の投資を実施することをいう。 

(7) 投下固定資産 企業が取得した地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）第 341 条に規定

する家屋及び償却資産をいう。 

(8) 操業開始 企業が指定申請の内容（野洲市企業立地促進助成金指定申請書（様式第１号）

の２ 申請概要）に基づく工場等への投資が全て完了し、事業を開始することをいう。 

（助成金の種類等） 

第３条 助成金の種類、助成対象事業、助成金の額、交付期間、交付時期及び助成金の制限は、

別表第２に定めるとおりとする。 

（企業の指定等） 

第４条 助成金の交付を受けようとする企業は、工事の着工前に市長の指定を受けなければなら

ない。 

２ 前項の指定に係る要件は、別表第３に定めるとおりとする。 

３  第１項の指定を受けようとする企業は、様式第１号に別表第４の左欄に掲げる書類を添えて、

市長に提出しなければならない。 

４ 市長は、前項の規定による申請があった場合は、その内容を審査し、適当と認めたときは指

定を決定し、野洲市企業立地促進助成金指定通知書（様式第２号）により当該企業に通知する

ものとする。 

５ 指定の期間は、市長が前項に規定する通知を行った日から、助成金交付期間の最終年度末日
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までとする。 

６ 第４項に規定する指定を受けた企業（以下「指定企業」という。）が当該指定を辞退しようと

するときは、野洲市企業立地促進助成金指定辞退届（様式第３号）を市長に提出しなければな

らない。  

（指定企業の変更の申請等） 

第５条 指定企業は、前条第４項の規定により指定の決定を受けた申請の内容に変更が生じると

きは、あらかじめ市長に変更の申請をしなければならない。ただし、軽微な変更については、

この限りでない。 

２ 指定企業が、前項の変更の申請を行う場合は、野洲市企業立地促進助成金指定内容変更申請

書（様式第４号）を市長に提出しなければならない。 

３ 市長は、前項の変更の申請の内容を審査し、適当と認めた場合は、これを承認するものとし、

野洲市企業立地促進助成金指定内容変更承認通知書（様式第５号）により当該指定企業に通知

するものとする。 

（地位の承継） 

第６条 指定企業が、合併し、若しくは分割し、又は指定企業の指定の対象となった事業（以下

「指定事業」という。）を譲渡したときは、合併後に存続する法人若しくは合併により設立され

た法人若しくは分割により指定事業を承継した法人又は指定事業の譲渡を受けた法人は、指定

企業の地位を承継する。 

２ 前項の規定により地位を承継した指定企業は、承継理由及び承継年月日を記載した書面に当

該承継を証明する書類を添えて市長に提出しなければならない。 

（助成対象事業の完了報告） 

第７条 指定企業は、操業開始後、投下固定資産に係る固定資産税が最初に賦課される年度にお

いて、市長に助成金の対象となった事業（以下「助成対象事業」という。）が完了した旨を遅滞

なく報告しなければならない。 

２ 指定企業が、前項の規定による報告を行うときは、野洲市企業立地促進助成金助成対象事業

完了報告書（様式第６号）に別表第４の中欄に掲げる書類を添えて提出するものとする。 

（助成金の交付申請等） 

第８条 指定企業が、助成金の交付を申請するときは、野洲市企業立地促進助成金交付申請書兼

請求書（様式第７号）に別表第４の右欄に掲げる書類を添えて提出するものとする。 

２ 市長は、前項の申請があった場合は、その内容を審査し、適当と認めたときは、野洲市企業

立地促進助成金交付決定通知書（様式第８号）により通知するものとする。 

（指定の取消し等） 

第９条 市長は、指定期間中に指定企業が、次の各号のいずれかに該当すると認める場合は、そ

の指定を取り消し、助成金の交付を停止し、かつ、既に交付した助成金があるときは、その全

部又は一部の返還を命じるものとする。ただし、市長がやむを得ないと認めるときは、この限

りでない。 

(1) 第４条第２項に規定する指定の要件を満たさなくなったとき。 

(2) 第４条第６項に規定する野洲市企業立地促進助成金指定辞退届が提出されたとき。 

(3) 工場等を指定以外の事業に供したとき。 
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(4) 偽りその他不正な行為により助成を受けようとし、又は受けたとき。 

(5) 指定事業の指定を受けた日が属する年度の翌年度から起算して５年度以内に第７条第１

項に規定する事業の完了の報告がなされないとき。 

(6) その他市長が助成金を交付することが不適当と認めたとき。 

２ 市長は、前項の規定により指定の取消しを行う場合、野洲市企業立地促進助成金指定取消通

知書（様式第９号）によりその企業に通知するものとする。 

（事業継続義務等） 

第 10条 助成金の交付決定を受けた指定企業は、指定期間終了後３年間、市内において指定事業

を継続しなければならない。ただし、市長がやむを得ないと認める場合は、この限りではない。 

２ 市長は、助成金の交付決定を受けた指定企業が前項の規定に違反したときは、当該交付決定

を取り消し、既に交付した助成金がある場合は、その全部又は一部の返還を命じなければなら

ない。 

（立入検査等） 

第 11条 市長は、助成金に係る予算の執行の適正を期するため必要があるときは、指定企業に対

して報告させ、若しくは資料を提出させ、又は市職員に工場等に立ち入らせ、帳簿書類その他

物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。 

（委任） 

第 12条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

付 則 

この告示は、令和７年４月１日から施行する。 

 

別表第１（第２条関係） 

分野 対象産業 

製造業 
日本標準産業分類（令和５年総務省告示第 256号）において、大分類Ｅ製

造業に該当する産業 

情報通信業 日本標準産業分類において、大分類Ｇ情報通信業に該当する産業 

研究所 
日本標準産業分類において、大分類Ｌ学術研究、専門・技術サービス業の

うち小分類 711自然科学研究所に該当する産業 

 

別表第２（第３条関係） 

助成金の 

種類 

助成対象 

事業 
助成金の額 

交付期間 交付時期 助成金の制限 

Ⅰ 型 助 成

金 

新 設 、 増

設、建替え

を 行 う 工

場等 

投下固定資産に対して

事業完了後賦課された

各年度の固定資産税の

額に２分の１を乗じて

得た額。千円未満の金

３年度間 投下固定資

産に固定資

産税が賦課

される年度

の翌年度 

(1) Ⅰ型助成金を利

用した企業は、助成

金の受取終了年度の

翌年度から起算して

５年度間は再度Ⅰ型



額がある場合は、切捨

て（年度上限１億円） 

助成金の交付を受け

ることはできない。 

(2) Ⅱ型助成金は、１

企業１回のみ交付を

受けることができ

る。 

(3)Ⅰ型助成金とⅡ型

助成金とは、併用し

て交付を受けること

はできない。 

Ⅱ 型 助 成

金 

生 産 拡 大

を 主 と し

た 設 備 向

上投資 

投下固定資産に対して

事業完了後賦課された

初年度の固定資産税の

額に４分の１を乗じて

得た額。千円未満の金

額がある場合は、切捨

て（年度上限１億円） 

 

別表第３（第４条関係） 

指定要件 

(1) 投下固定資産の取得に要した費用（消費税及び地方消費税を含む。）が 10 億円以上であ

ること。 

(2) 市税の滞納がないこと。 

(3) 指定を受けようとする企業と会社法施行規則（平成 18 年法務省令第 12 号）第３条及び

第３条の２に規定する「子会社及び親会社」の関係にある企業は、同一企業として扱う。た

だし、この場合の親会社は、指定を受けようとする企業を直接支配する企業が該当し、当該

親会社より資本関係の上位にある会社は親会社としてみなさない。 

 

別表第４（第４条、第７条、第８条関係） 

指定申請書 指定事業完了報告書 
助成金交付申請書兼

請求書 

(1) 法人の登記事項証明書 

(2) 定款又は規約 

(3) 位置図（1/10,000程度） 

(4) 工場等設置計画図 

(5) 投下固定資産の金額が確認でき

る書類 

(6) 市税に未納のない証明書 

(7) 財務状況が確認できる書類 

(8) 企業の資本関係が確認できる書

類 

(9) 税情報確認同意書（別紙） 

(10)  その他参考資料 

(1) 投下固定資産総額が確認

できる資料 

(2) 直近の固定資産税課税明

細書 

(3) 償却資産種類別明細書 

(4) 助成対象家屋の平面図、配

置図、写真 

(5) 助成対象償却資産の配置

図、写真 

(6) 賃貸借契約書の写し（Ⅱ型

助成金で建物を賃貸で借りて

いる場合のみ） 

(1) 市税に未納のな

い証明書 

(2) 財務状況が確認

できる書類 

 

  



様式第１号（第４条関係） 

 年  月  日  

  野洲市長 様 

    

                  所在地         

企業名                

代表者氏名             ○印   

      

野洲市企業立地促進助成金指定申請書 

 

野洲市企業立地促進助成金交付要綱第４条第３項の規定に基づき、（Ⅰ型助成金・Ⅱ型助成

金）の指定を受けたいので、次のとおり申請します。 

 

１ 企業の概要 

本社の所在地  

企業名  

代表者の氏名  

資本金（出資金） 千円 従業員数（常用）      人 

業種及び 

事業概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（企業パンフレット等での説明可） 

javascript:void(0);


２ 申請概要 

産業 製造業・情報通信業・研究所 

所在地 野洲市 

工 場 等 規 模 

 

土地 

             ㎡ 

建物                     

                         棟 

  延べ床        ㎡ 

事 業 費 

 

 

 

 

 

千円 

内 

訳 

投下固定資産 

           千円 

その他 

            千円 

工 事 期 間 

着手（予定） 

       

年  月  日 

完成（予定） 

        

 年  月  日 

操 業 開 始 日 
 

年  月  日（予定） 

従 業 員 数 

（常用） 

 

        人（予定） 

 

 

 

 

 

助成対象工場等の

概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３ 事業費の内訳 

区分 種別・数量等 価格 所有者 

投
下
固
定
資
産 

家 屋 

 

 

 

 

千円 

 

 

 

 

 

償 却 資 産 

 

 

 

 
 千円 

 

 

小 計 
 千円 

 

そ
の
他 

 

土地 

  

㎡ 千円 

 

 その他 

 千円 

 

 

小 計 

 
千円 

 

合計 千円  



 

４ 添付書類 

(1) 法人の登記事項証明書 

(2) 定款又は規約 

(3) 位置図（1/10,000程度） 

(4) 工場等設置計画図 

(5) 投下固定資産の金額が確認できる書類 

(6) 市税に未納のない証明書 

(7) 財務状況が確認できる書類 

(8) 企業の資本関係が確認できる書類 

(9) 税情報確認同意書（別紙） 

(10) その他参考資料 

 

 

  



（別紙） 

税情報確認同意書 

野洲市長 様 

 

私は、野洲市企業立地促進助成金の申請に当たり、当該助成金の事務手続の必要な範囲内にお

いて、野洲市長が市が保有する市税の賦課徴収に関する情報を確認することに同意します。 

 

 

  年  月  日 

 

【申請者】 

住所（本社所在地） 
 

法人名 
 

代表者名 
 

 

 

  



様式第２号（第４条関係） 

第     号  

 年  月  日  

           様 

 

野洲市長            印  

 

             

野洲市企業立地促進助成金指定通知書 

 

   年 月 日付けで申請のあった野洲市企業立地促進助成金について、野洲市企業立地促

進助成金交付要綱第４条第４項の規定による審査の結果、下記のとおり助成措置の対象に指定し

たことを通知します。 

 

 

記 

 

１ 番号  指定第   号 

 

 

２ 助成対象工場等の名称 

 

 

３ 助成金の種類 

   

 

 

  

□ Ⅰ型助成金 

□ Ⅱ型助成金 



様式第３号（第４条関係） 

 年  月  日  

野洲市長 様 

    

                        所在地           

企業名                

代表者氏名            ○印  

 

 

野洲市企業立地促進助成金指定辞退届 

 

野洲市企業立地促進助成金交付要綱第４条第４項の規定により指定を受けた件について、これ

を辞退しますので、下記のとおり届け出ます。 

 

 

記 

 

指定を受けた日 年  月  日 番号 指定第      号 

辞退の理由 
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様式第４号（第５条関係） 

 

 年  月  日 

野洲市長 様 

 

所在地      

企業名               

代表者氏名              ○印   

   

野洲市企業立地促進助成金指定内容変更申請書 

 

   年 月 日付け第  号で指定を受けた内容について、変更が生じるので、野洲市企業

立地促進助成金交付要綱第５条第１項の規定により、下記のとおり申請します。 

 

記 

指定を受けた日   年  月  日 番号 指定第      号 

変更事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

補足資料：変更事項が確認可能な資料 

 

  



様式第５号（第５条関係） 

 

第     号  

 年  月  日  

           様 

 

野洲市長            印  

             

 

野洲市企業立地促進助成金指定内容変更承認通知書 

 

   年 月 日付けで変更申請のあった指定第  号について、野洲市企業立地促進助成金

交付要綱第５条第３項の規定により承認しましたので、通知します。 

 

 

  



様式第６号（第７条関係） 

 

 年  月  日  

野洲市長 様 

  

所在地           

  企業名 

代表者氏名              

 

野洲市企業立地促進助成金助成対象事業完了報告書 

 

野洲市企業立地促進助成金交付要綱第７条第１項の規定により、指定を受けた事業の操業が開

始したことを報告します。 

記 

 

１ 番号               指定第   号 

 

２ 操業開始日            年  月  日 

 

３ 指定事業の指定を受けた日     年  月  日 

 

４ 投下固定資産総額                   円 

 内訳 

   

 

 

 

 

５ 添付書類 

(1) 投下固定資産総額が確認できる資料 

(2) 直近の固定資産税課税明細書 

(3) 償却資産種類別明細書 

(4) 助成対象家屋の平面図、配置図、写真 

(5) 助成対象償却資産の配置図、写真 

(6) 賃貸借契約書の写し（Ⅱ型助成金で建物を賃貸で借りている場合のみ） 

 

  

建物                 円 

償却資産 円 

計 円 



様式第７号（第８条関係） 

 

 年  月  日  

 

野洲市長 様 

 

所在地  

企業名               

代表者氏名             ○印   

 

野洲市企業立地促進助成金交付申請書兼請求書 

 

野洲市企業立地促進助成金交付要綱第８条第１項の規定により、助成金の交付を申請し、請求

します。 

 

番号  指定第   号 

交付申請額 円  

交付申請回数 １回目・２回目・３回目 ※該当する回数に○ 

 

 

助成金の振込先 

金融機関名 支店名 預金種類 口座番号 
フリガナ 

口座名義人 

  

普通 ・ 当座 

その他(    ) 

  

 

添付書類 

(1) 市税に未納のない証明書 

(2) 財務状況が確認できる書類 

 

 

  



様式第８号（第８条関係） 

第     号  

 年  月  日  

           様 

 

野洲市長           印  

 

野洲市企業立地促進助成金交付決定通知書 

 

   年 月 日付けで申請がありました野洲市企業立地促進助成金については、野洲市企業

立地促進助成金交付要綱第８条第２項の規定により、下記のとおり決定しましたので通知しま

す。 

 

 

記 

 

１ 番号       指定第    号 

 

２ 助成金額     金         円 

 

３ 交付申請回数   １回目・２回目・３回目 

 

 

  



様式第９号（第９条関係） 

 第     号 

 年  月  日 

           様 

 

野洲市長        印  

 

野洲市企業立地促進助成金指定取消通知書 

 

   年 月 日付け第  号で通知した指定について、野洲市企業立地促進助成金交付要綱

第９条第２項の規定に基づき、下記のとおり取消したので、通知します。 

 

記 

 

 

１ 番号          指定第     号     

 

２ 取消しの理由 

 

 


